
 

聖

籠

町

水

道

事

業

行

政

財

産

使

用

料

徴

収

規

程

を

こ

こ

に

公

布

す

る

。
 

 
 

平

成

二

十

三

年

四

月

一

日

 

 
 

 
 

 
 

 
 

聖

籠

町

長

 

渡

邊

 

廣

吉

 

聖

籠

町

企

業

管

理

規

程

第

三

号

 

聖

籠

町

水

道

事

業

行

政

財

産

使

用

料

徴

収

規

程

 

 

（

趣

旨

）

 

第

一

条 

地

方

自

治

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

六

十

七

号

。

）

第

二

百

三

十

八

条

の

四

第

七

項

の

規

定

に

よ

る

許

可

を

受

け

て

す

る

聖

籠

町

水

道

事

業

の

用

に

供

す

る

行

政

財

産

の

使

用

（

以

下

「

行

政

財

産

の

目

的

外

使

用

」

と

い

う

。

）

に

係

る

使

用

料

に

つ

い

て

は

、

法

令

そ

の

他

別

に

定

め

が

あ

る

も

の

の

ほ

か

、

こ

の

規

程

の

定

め

る

と

こ

ろ

に

よ

る

。

 

 

（

使

用

料

の

納

付

）

 

第

二

条 

行

政

財

産

の

目

的

外

使

用

の

許

可

を

受

け

た

者
（

以

下
「

使

用

者

」

と

い

う

。

）

は

、

別

表

に

定

め

る

使

用

料

を

納

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

 

 

（

使

用

料

の

減

免

）

 

第

三

条 

公

営

企

業

の

管

理

者

の

権

限

を

行

う

町

長

（

以

下

「

管

理

者

」

と

い

う

。

）

は

、

次

の

各

号

の

一

に

該

当

す

る

と

き

は

、

当

該

行

政

財

産

の

目

的

外

使

用

に

係

る

使

用

料

の

全

部

又

は

一

部

を

免

除

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

 

 

一

 

国

又

は

他

の

地

方

公

共

団

体

そ

の

他

公

共

団

体

が

公

用

若

し

く

は

公

共

用

又

は

公

益

事

業

の

用

に

供

す

る

た

め

、

行

政

財

産

の

目

的

外

使

用

を

す

る

と

き

。

 

 

二

 

災

害

そ

の

他

の

緊

急

や

む

を

得

な

い

事

態

の

発

生

に

よ

り

応

急

の

用

に

供

す

る

た

め

、

行

政

財

産

の

目

的

外

使

用

を

す

る

と

き

。

 

 

三

 

前

二

号

に

掲

げ

る

ほ

か

、

公

益

上

特

別

の

理

由

が

あ

る

場

合



で

、

管

理

者

が

特

に

必

要

が

あ

る

と

認

め

る

と

き

。

 

 
（

使

用

料

の

納

付

方

法

）

 
第

四

条 

使

用

料

は

、

管

理

者

の

発

行

す

る

納

入

通

知

書

に

よ

り

納

め

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

 

２

 

使

用

料

は

、

前

納

と

し

、

年

払

い

と

す

る

。

た

だ

し

、

管

理

者

が

必

要

と

認

め

る

と

き

は

、
分

割

し

て

納

め

さ

せ

る

も

の

と

す

る

。 

 

（

使

用

料

の

還

付

）
 

第

五

条 

既

に

納

め

た

使

用

料

は

還

付

し

な

い

。

た

だ

し

、

使

用

者

の

責

め

に

帰

さ

な

い

理

由

に

よ

り

使

用

の

許

可

を

取

り

消

さ

れ

た

場

合

は

、

当

該

取

消

し

の

日

の

属

す

る

月

の

翌

月

以

後

の

残

月

数

に

対

応

す

る

分

を

還

付

す

る

。

 

 

（

そ

の

他

）

 

第

六

条 

こ

の

規

程

に

定

め

る

も

の

の

ほ

か

、

行

政

財

産

の

使

用

に

関

し

必

要

な

事

項

は

、

管

理

者

が

別

に

定

め

る

。
 

 
 

 

附

 

則

 

 

こ

の

規

程

は

、

交

付

の

日

か

ら

施

行

す

る

。

 



 

  


